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１．参考図書

設計図書の外に提示する「参考図書」については、入札参加者の迅速な見積りに対

しての資料として提示するもので、請負契約上拘束するものではないので留意するこ

と。

２．仕様書

本請負契約における仕様書は、秋田県土木工事共通仕様書（令和４年１０月１日以

降適用）及び本工事の特記仕様書をさす。

３．現場説明事項（条件明示）

（１）工事全般

当該工事における施工条件について、明示されなかった新たな事項が発生した

場合は別途協議とする。

（２）作業時間

午前 8:00 ～午後 5:00 を基本とするが、それ以外の時間帯で作業を実施する場

合は、監督員と協議を行うこと。

（３）工程関係

１）工事施工にあたっては、道路法、道路交通法、市街地土木工事公衆災害防止

対策要綱、労働安全衛生法等関係諸法令、諸官庁の通達、工事施工に関する協

定事項等を尊守し、諸官庁署への届出及び許可等の手続きは、速やかに行い監

督員に報告すること。

２）当該工事において、他の管理者等より条件を付された場合（施工時間帯等の

制約を受けた場合）、または調整・協議が必要となった場合は別途協議とする。

（４）用地関係

１）工事で必要な用地の借用、及びこれに伴う諸手続きについては、受注者で対

応することとする。

２）工事で必要な公道においての許可申請については、受注者で対応することと

し、許可がおりた後、現場着工するものとする。

（５）公害関係

１）騒音、振動、地下水の低下等の影響により、調査及び対策が必要な場合は別

途協議とする。

２）受注者は工事を施工するにあたり、第三者に及ぼす損害を可能な限り防止す

るため、最善の努力を払い適切な処置を講すること。

３）受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことにより生じた工事損害補償に

ついては、受注者が負担する。（契約事項第 28条）

４）工事の施工に伴い、周辺地盤等に変状をきたす恐れがある場合は、建築基礎



等の定点観測を行うものとし、その内容については発注者と協議するものとす

る。

５）施工前には、地下埋設物の試掘調査を十分行い、当該埋設物の管理者の立ち

合いの上、その位置を確認しなければならない。また、埋設物の存在が確認さ

れた場合は、その防護措置を十分に行い、緊急時の応急措置、連絡方法につい

て管理者と協議し、これを尊守しなければならない。

（６）安全対策関係

１）交通に関しては、道路使用許可条件の尊守、危険防止柵の設置、夜間作業を

行う際は保安用の夜間照明設備を設置する等の十分な危険防止策を施すこと。

２）工事区域内での車両の通行、又は歩行者の通行に際しては、必要に応じて専

任の交通整理員を配置し、通行の誘導、路面の補修に努める等、交通及び保安

上十分な措置を講じること。

３）工事中断期間は現場内巡視を行い、安全の確保に努めなければならない。

４）工事期間中の交通管理として、交通誘導員(B)を４人計上しているが、現地の

状況、関係機関等との協議により変更が必要な場合は別途協議とする。

（７）特定建設資材の分別解体等・再資源化等

１）本工事における特定建設資材の分別解体等・再資源化等については、工事発

注後に明らかになった事情で予定した条件により難い場合は、別途協議とする。

２）分別解体の方法は、条件明示した別表の事項と別の方法であった場合でも変

更の対象としない。

３）本工事で発生するアスファルト殻は、経済性を考慮し、南秋田郡大潟村字方

口、運搬距離 10.8km の鹿島道路(株)大潟合材製造所 へ搬出し、中間処理を行

うものとしている。なお、このことは積算上の条件明示であり、処理施設を指

定するものではない。

４）本工事で発生するコンクリート殻(無筋)は、経済性を考慮し、南秋田郡大潟

村字方口、運搬距離 10.8km の鹿島道路(株)大潟合材製造所へ搬出し、中間処

理を行うものとしている。なお、このことは積算上の条件明示であり、処理施

設を指定するものではない。

５）本工事で発生するコンクリート殻(有筋)は、経済性を考慮し、南秋田郡大潟

村字方口、運搬距離 10.8km の鹿島道路(株)大潟合材製造所 へ搬出し、中間処

理を行うものとしている。なお、このことは積算上の条件明示であり、処理施

設を指定するものではない。

６）本工事で処理施設に搬入できない廃棄物が発生した場合は、別途協議とする。



（別表） 工程毎の作業内容及び解体方法

工程 作業内容 分別解体等の方法

①仮設 仮設工事 □手作業

■有 □無 □手作業・機械作業

②土工 土工事 □手作業

■有 □無 □手作業・機械作業

③基礎 基礎工事 □手作業

■有 □無 □手作業・機械作業

④本体構造 本体構造の工事 □手作業

■有 □無 ■手作業・機械作業

⑤本体付属物 本体付属物の工事 □手作業

■有 □無 ■手作業・機械作業

⑥その他(舗装） その他の工事 □手作業

■有 □無 ■手作業・機械作業

（８）工事現場発生品の処理

１）工事に伴い発生する廃プラスチックは、秋田県大仙市協和上淀川、運搬距離

63.5km の秋田県環境保全センターへ搬出し、処理するものとしている。なお、

このことは積算上の条件明示であり、処理施設を指定するものではない。

２）工事に伴い発生する残土は指定地（大潟村西４丁目地内）まで運搬するもの

としている。運搬距離は 1.1km を見込んでいる。現場条件等に変更がある場合

は別途協議とする。

（９）掘削工

１）排出ガス対策型建設機械

本工事に於いて使用する機械（バックホウ、トラクタショベル等）は、排出ガ

ス対策型建設機械又は排出ガス浄化装置（黒鉛浄化装置）を装着した建設機械

を使用するものとする。但し、これにより難い場合は、監督員と別途協議とす

る。

２）機械掘削

選定された機種に於いて速やかに掘削及び土砂搬出を行う。この時路面に土が

散らばらないように、又旋回中建物等構造物を壊すことのないように必ず作業

員もしくは誘導員を置いて作業すること。なお、切取土の崩壊を防止し、家屋

廻りの地盤変状を引き起こさないよう十分注意すること。

３）機械掘削は、道路幅員、作業幅、地下埋設物、掘削土量、掘削幅、掘削深等

安全性について十分検討し施工すること。

４）地下埋設物が掘削坑内に有る場合、原則として機械掘削は行わないこととす

る。

５）掘削の進行に合わせて、所定の位置に土留め支保工を必ず行う。又必要以上



の先掘り、土留め支保工への衝撃を与えるなど行為はしないようにすること。

６）掘削過程では周辺地盤、各種工作物、土留工、湧水等の異常な変化を見落と

さないようにすること。

（１０）埋戻工

１）締固め後の一層の仕上り厚は 15ｃｍ以下とする。

２）掘削溝内の排水を適切に行い、水中状態での埋戻しは避けること。

３）埋戻し材は、運搬車から直接投入すると布設した管渠・地下埋設物・土留め

材に影響を及ぼすため、絶対避けること。

４）築造した施設や地下埋設物の下部や側部に空隙が生じないよう、左右均等に

入念に行うこと。

５）土留め支保工の切梁・腹起の撤去は、その真下まで十分締固めてから行うこ

と。

（１１）組立マンホール工

１）組立マンホールの布設

既設人孔（現場打ち・組立人孔）を取壊し、新規の人孔を設置する。

マンホールに接続している既設管渠（鉄筋コンクリート製、VU製）は 1.0ｍ付

近で切断・取壊して、新規の VU管（プレーエンド直管、カラー、変換継手等）

を設置する。マンホールとの接続部には、新設管、既設管渠に応じたマンホー

ル用可とう継手を設置する。また、埋戻しは砕石埋戻しとするため、新設 VU

管には砕石防護シートを巻き保護する。

（１２）土留工

１）山留工の施工に先立ち、地上の電柱、架空線等、地下埋設物等の障害物をよ

く確認し、その対策を行うこと。

２）山留材料は、使用に先立ち、その材質、断面欠損、許容応力度等を十分確認

し、仮設計算との適合性を確認すること。

３）掘削根切りは不安定な形にならないようにバランス良く掘り進めること。

４）山留板は隙間のないように施工し、地山の崩落のないようにすること。

５）鋼矢板等の打ち込みにおいて、打込み方法及び使用機械については打込み時

点の土質条件、施工条件及び周辺環境に応じたものを用いなければならない。

６）鋼矢板の打込みにおいて、埋設物等に損傷を与えないよう施工しなければな

らない。

７）鋼矢板等の引抜き跡については、沈下など地盤の変状を生じないよう空洞を

砂等で充填しなければならない。

８）土留支保工は、土圧に十分耐えうるものを使用し、施工中に緩みが生じて落

下する事の無いよう施工しなければならない。

９）土留支保工の撤去盛替えは、土留支保工以下の埋戻し土が十分締固められた



段階で行い、矢板に無理な応力や移動を生じないようにしなければならない。

（１３）その他

１）工事現場で使用する車輌及び建設機械等の燃料として、地方税等に違反する

軽油等（不正軽油）を使用しないこと。

２）施工に伴い、支障となる物件が発生した場合は別途協議とする。

３）既設構造物の撤去及び復旧が必要となった場合は別途協議とする。

４) 本工事において工事用除雪は計上していないが、施工に支障をきたす程の積

雪があった場合は別途協議とする。

５）工事に伴う排水は、最寄りの排水施設又は河川等への当該管理者の許可を得

て排水し、必ず沈殿槽などを設けて周辺排水路の汚染汚濁のないよう十分管理す

ること。又、放流先に土砂が流出しないようにしなければならない。

６）マンホール布設替えの計画高さは現況高さ(マンホール天端高さ・管底高)と

する。

４．積算基準

工事費の積算は、次の積算基準に基づき実施しています。

・土木工事標準積算基準〔共通編〕（令和４年１０月１日以降適用）秋田県建設部

・土木工事標準積算基準〔道路編〕（令和４年１０月１日以降適用）秋田県建設部

・土木工事標準積算基準〔参考資料〕(令和４年１０月１日以降適用）秋田県建設部

・建設機械損料算定表（令和４年１０月１日以降適用） 秋田県建設部

・下水道用設計標準歩掛表 第 1巻 管路(令和４年度) (公)日本下水道協会

・水道事業実務必携 (令和４年度改訂版) 全国簡易水道協議会

・治山林道必携〔積算・施工編〕上巻(令和４年版) (一社)日本治山治水協会他

・治山林道必携〔積算・施工編〕上巻(平成２９年版) (一社)日本治山治水協会他

・土地改良工事積算基準(土木工事) 令和４年度 農林水産省

５．積算条件

(１)諸経費関係

本工事における共通仮設費及び現場管理費の地域補正については、施工地域区分

を「一般交通影響有り(２)－２」として積算している。

(２)埋戻材(砕石)

マンホール部の埋戻し材は、液状化対策及び埋設管渠への荷重軽減を図る目的石

炭灰再生砕石 FRC-40 を使用するものとしている。FRC-40 の積算単価は RC-40 と

して見積もっている。

※「秋田県石炭灰リサイクル再生砕石使用基準の運用事項」参照

（３）不整地運搬

購入材の施工箇所への直接搬入、発生土の掘削箇所から残土置場への直接搬入が



不可能と考えられる箇所は、積込費・不整地運搬費を計上している。不整地運搬

費は治山林道必携〔積算・施工編〕上巻(平成 29 年版・令和３年版) (一社)日本治山治

水協会を参照し計上している。購入材及び発生土の不整地運搬距離は、ともに 38m

として見積もっている。

(４）管路土留工(ﾏﾝﾎｰﾙ)

軽量鋼矢板(Ⅰ型)・支保材の賃貸延長及び供用日数は下記で見積もっている。

・H=1.0m 賃貸延長 5.5m/セット 11日

・H=1.5m 賃貸延長 5.5m/セット 74日

・H=2.0m 賃貸延長 5.5m/セット 33日

・H=2.5m 賃貸延長 5.5m/セット 33日

・H=3.0m 賃貸延長 5.5m/セット 11日

・H=4.0m 賃貸延長 7.0m/セット 14日

軽量鋼矢板(Ⅰ型)の修理・損耗費は転用回数及び補正率を下記として見積もって

いる。

・H=1.0m 転用回数 1.0回(5.5m/5.5m) 補正率 1.00

・H=1.5m 転用回数 6.5回(35.50m/5.5m) 補正率 3.75

・H=2.0m 転用回数 3.0回(16.50m/5.5m) 補正率 2.00

・H=2.5m 転用回数 3.0回(16.50m/5.5m) 補正率 2.00

・H=3.0m 転用回数 1.0回( 5.50m/5.5m) 補正率 1.00

・H=4.0m 転用回数 1.0回( 7.00m/7.0m) 補正率 1.00

軽量鋼矢板(Ⅰ型)の修理費及び損耗費算定に使用する系数 a は 1.98(補助工法有

り)として積算している。

安全性を確保できる工法及び土留材を使用すること。

（５）地下水低下工

ウェルポイント工法を想定しているが、現地条件により、これにより難い場合は

別途協議とする。

各種日数は下記として見積もっている。

・ウェルポイント運転日数 29日

・ジェット装置供用日数 32日

・発動発電機運転日数 45日

・ウェルポイント工供用日数 74日

（６）汚水仮排水工

潜水ポンプ運転工の運転日数は下記で見積もっている。

・マンホール 202-3 1日

・マンホール 204-2 1日

・マンホール 222-2 1日



・マンホール 225-2 1日

・マンホール 225-3 1日

・マンホール 230-2 1日

・マンホール 117-9-5 1日

・マンホール 117-9-6 1日

・マンホール 117-7-1-1 1日

・マンホール 117-7-1-4 1日

・マンホール 117-7-1-5 1日

・マンホール 234-3 1日

・マンホール 258-4 1日

・マンホール 259-3 1日

・マンホール 259-4 1日

・マンホール 267-1 2日

止水ﾌﾟﾗｸﾞ損料費は、資材価格×損耗率(1 ヶ月未満:30%)×必要個数により積算

している。

※損耗率は、土地改良工事積算基準(土木工事) 令和 4年度 農林水産省参照

（７）仮設材運搬費

仮設材(軽量鋼矢板、支保材)運搬費は所在地を秋田市(運搬距離 40.6km)として

見積もっている。

運搬重量は転用を考慮した重量を設計数量としている。

（８）生コンクートの冬期割増

インバートコンクリート及び防護コンクリートのコンクリートは冬期割増(秋田

B)を加算し見積もっている。

（９）その他

参考図書は予定価格を算出するものであり、応札者の施工方法等を拘束するもの

ではないことに留意すること。


